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　平成23年3月に発生した東日本大震災の経験を通じ、不測の事態に対する我が国の社会経済シス
テムの脆弱性が明らかとなり、今後想定される首都直下型地震や南海トラフ地震等の大規模自然災
害への備えが国家的な重要課題として認知されることとなりました。
　こうした中、国においては平成25年12月に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・
減災等に資する国土強靭化基本法（以下、「基本法」という。）が施行され、平成26年6月に基本
法に基づく「国土強靭化基本計画」（以下、「基本計画」という。）が閣議決定され、今後の大規
模自然災害等に備えた事前防災及び減災に関する施策を総合的に推進する枠組みが順次整備されて
きたところであり、平成30年12月及び令和5年7月には、強靭化を取り巻く社会情勢の変化や、基本
計画策定後に発生した災害から得られた知見等を反映させるため、基本計画の見直しが行われると
ともに、計画に位置付けた重点化すべきプログラム等を推進するための「防災・減災、国土強靭化
のための3か年緊急対策」及び「防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対策」が閣議決定さ
れました。
　北海道においても、自然災害リスクに対する取り組みが進められ、平成27年3月に北海道におけ
る国土強靭化を図るための地域計画として「北海道強靭化計画」が策定されました。
　本村においても東日本大震災や平成30年北海道胆振東部地震等の教訓を基に防災・減災対策に取
り組んでまいりましたが、自然災害に対する脆弱性を見つめ直し、強靭化を図ることは、今後想定
される大規模自然災害等から村民の生命・財産を守り、本村の持続的な成長を実現するために不可
欠な課題であることから、国・北海道・民間事業者・村民等と連携し、これまでの取り組みを更に
加速させていかなければなりません。
　こうした基本認識のもと、泊村における国土強靭化に関する施策を総合的かつ計画的に推進する
ため、「泊村国土強靭化地域計画」（以下、「計画」という。）を令和2年に策定しました。
　この度、令和6年度で計画期間を終えたことから、社会情勢の変化等を踏まえ、再度自然災害に
対するリスクに対し見直しを図り、計画の改定を行います。

２．改定にあたり踏まえるべき社会情勢の変化等

第１章　はじめに

１．計画策定の趣旨

　近年の気候変動に伴い、本村においてもこれまでに経験したことのないような猛暑や大雪等が発
生しており、村民の生活にも多大な影響を及ぼしております。
　また、令和2年1月に国内で初めて感染が確認された新型コロナウイルス感染症が、瞬く間に世界
的に流行したことは記憶に新しく、これまで想定していなかった新たな感染症等、あらゆる事象を
想定しなければなりません。
　一方で、デジタル技術等の進化により、地域や社会の在り方、産業構造が急速に変化しており、
これらの技術を活用した防災・減災の取り組みをより効率的に進めることが重要となります。
　このような社会情勢の変化を踏まえて計画を改定いたします。
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５．基本目標の設定

　本村における国土強靭化は、大規模自然災害等から村民の生命・財産を守り、本村の持続的な
成長を実現することに資するためのものであり、産業、経済、まちづくり等、幅広い分野の機能
強化を常日頃から図ろうとする取り組みであります。
　そのため、いかなる大規模災害等が発生しようとも、前回計画に引き続き、次に掲げる5つの基
本目標を達成することを目指し、国土強靭化に資する取り組みの総合的な推進に努めます。

　　

３．計画の位置付け

　本計画は、基本法第13条に基づく国土強靱化地域計画として策定するものであり、国土強靱化
に関係する部分について、地方公共団体における様々な分野の計画等の指針となるものと位置付
けられています。このため、総合計画や他の分野計画と連携しながら、重点的・分野横断的に推
進する計画として、防災計画や産業、医療、エネルギー、まちづくり、交通等の国土強靱化に関
連する部分の施策と連携しながら、長期的な観点に立って一体的に推進します。

４．計画期間

　本計画の計画期間については、社会情勢の変化及び国や北海道における国土強靭化の状況等に
応じた施策に迅速に対応することが必要となることから、基本計画及び北海道強靭化計画を踏ま
え、5年間（令和7年度～令和11年度）とします。

【泊村国土強靭化地域計画の基本目標】

① 最大限の人命保護

② 迅速な救助、救急、医療活動等

③ 行政機能の確保

④ 情報通信機能の確保

⑤ 経済活動の機能不全の防止
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３．人口動態

　本村の人口は、令和7年3月31日時点で1,398人、世帯数830戸となっています。泊村の人口ビ
ジョンによる将来の人口推計では、出生率の低下、高齢化による自然減により人口減少これらの
ことから社会減にも繋がることが考えられ、北海道統計書では、2040年には1,196人、2060年には
893人まで減少する推計となっているが、目標人口を2060年に1,200人を目指すこととしていま
す。
　また、人口減少が進むことで、本村職員の減にもつながり、災害時における絶対的な人手不足
となる可能性が高いと考えられます。

第２章　泊村の地域特性

１．地勢

　本村は、北海道の西部、日本海に面した積丹半島の南西に位置し、北側には神恵内村、南東側
には共和町・岩内町が接しており、背面は800m前後の山岳が連なり、前面は傾斜して海岸線に至
る地形で、海岸沿いに走る国道229号線に点在した5つの集落から形成されています。面積は82.28
㎢で、総面積の85％が森林であるため、農耕適地は殆どない状況であります。

２．気候

　本村は、海岸沿いということもあり、年間平均気温9～10℃とやや低く年間降水量は1,500㎜程
度で、同じ寒冷地の地域よりは少なくなっている。年間日照時間は1,600時間程度でやや短く、年
間降雪量は560㎝とやや多い傾向であります。また、村内における高所風況予測結果（NEDO）は地
上高70ｍでの風速は6.0～7.5ｍ/s程度となってます。

図 『泊村の人口推移と将来設計』と『年齢３区分別人口割合』の推移
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６．過去の大規模自然災害

　泊村における風水害被害としては、平成22年の豪雨により道路冠水1件、床上浸水1件、床下浸水
4件、土砂崩れ10件、護岸決壊4件と村内全域で大きな被害が発生しました。また、地震災害におい
ては、北海道南西沖地震の際は比較的地震の少ない本村においても震度4を観測しました。

４．産業構造

　令和2年の国勢調査では、本村における就業者人口は、第一次産業約8.9％、第二次産業約
15.2％、第三次産業約75.9％となっている。主産業である漁業は2000年から減少し続けており、漁
獲量も減少しています。また、商業系の事業者数、従業者数は2012年までは減少傾向が見られた
が、その後はほぼ変動していない状況であります。観光客数は2013年以降、減少傾向が見られま
す。また、そのほとんどが日帰り客であるため、滞在型観光の推進が課題となっています。

５．道路交通状況

　本村の主要道路は長らく国道229号線の1路線のみでしたが、令和6年3月に道道1178号線（泊共和
線）が開通し、避難ルートの充実が図られました。村民の乗用車の保有率は高く、他地域と比較し
てもやや多い傾向となっております。

4



３．リスクシナリオ「起きてはならない最悪の事態」の設定

　国は、平成30年12月の国土強靭化基本計画の策定から約5年を迎えるにあたり、近年の災害から
得られた教訓や社会情勢の変化等も踏まえて計画の見直しを行い、令和5年7月に新たな国土強靭化
基本計画が閣議決定されました。
　国土強靭化基本法では、基本計画案の策定にあたり、国土強靭化の推進を図るうえで必要な事項
を明らかにするため、脆弱性評価を行うことが規定されており、今回の基本計画の見直しにあたっ
ては、脆弱性評価の実施に必要な「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」の再整理が
行われました。その結果、「事前に備えるべき目標」は8項目から6項目となり、「起きてはならな
い最悪の事態」は45項目から35項目に、それぞれ見直されました。
　それに伴い、本村の地域特性等を踏まえ、脆弱性評価の前提となるリスクシナリオの区分の整
理・統合を行い、6つのカテゴリーと18項目のリスクシナリオを改めて設定しました。

第３章　脆弱性評価の実施

１．脆弱性評価の指針

　本村の大規模自然災害等に対する脆弱性を分析し評価すること（以下、「脆弱性評価」とい
う。）は、地域強靭化に関する施策を策定し、効率的に推進していくうえで必要不可欠なプロセス
（基本法第9条第5項）であり、国の基本計画においても、脆弱性評価の結果を踏まえた施策の推進
方策が示されています。
　本村としても、本計画に掲げる地域強靭化に関する施策の推進に必要な事項を明らかにするた
め、国が実施した評価手法を参考に、以下の枠組みにより脆弱性評価を実施しました。

２．評価の方法

① リスクシナリオ「起きてはならない最悪の事態」を設定

② 現行の施策について脆弱性評価を実施

③ 推進すべき施策プログラムを策定

5



1-1

1-2

1-3

1-4

1-5

2-1

2-2

2-3

2-4

2-5

3 3-1

4-1

4-2

4-3

4-4

5 5-1

6-1

6-2

迅速な復旧・復興等6

　前項で定めた18項目のリスクシナリオに関連する現行の施策の推進状況や課題等を整理し、事態
の回避に向けた現行施策の対応力についての分析及び評価を行いました。
　評価にあたっては施策の進捗度や達成度を定量的に把握するために現状の数値データ等を収集
し、参考指標としました。

多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

想定を超える帰宅困難者の発生

行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

エネルギー供給の停止

４．評価の実施手順

災害廃棄物の処理の停滞等による復旧・復興の大幅な遅れ

復旧・復興等を担う人材の絶対的不足

上下水道の長期間にわたる機能停止

行政機能の確保

4 ライフラインの確保

村外との基幹交通及び地域交通ネットワークの機能停止

漁業・商工業・観光業等の事業活動の停止及び風評被害による
経済活動の停滞

経済活動の機能維持

食料等の安定供給の停滞

泊村のリスクシナリオ［18項目の起きてはならない最悪の事態］

暴風雪及び豪雪による交通途絶等に伴う死傷者の発生

情報伝達の不備・途絶等による死傷者の拡大

被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞

リスクシナリオ「起きてはならない最悪の事態」

地震・津波等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う死傷者
の発生

土砂災害による多数の死傷者の発生

大雨等の異常気象による突発的な洪水等に伴う防災インフラの
損壊・機能不全による多数の死傷者の発生

1 人命の保護

カテゴリー

2
救助・救急活動等の
迅速な実施

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶に
よる医療機能の麻痺
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1　人命の保護

５．評価結果

［評価結果］
①　警戒・避難の体制整備
　村内の土砂災害警戒区域として指定されている区域は70箇所（内、特別警戒区域は56箇所）に及
ぶ。
　令和6年3月に開通した泊共和線によりハード面での対策は充実してきたが、土砂災害警戒区域に
ついて住民周知を徹底するなど、ソフト面での対策を充実させる必要がある。

［指標（現状値）］
・土砂災害警戒区域　　　　　70　箇所（R6）
・土砂災害特別警戒区域　　　56　箇所（R6）
・ハザードマップへの記載　　　記載済（R6）
・地域防災計画への記載　　　　記載済（R6）

1-1 地震・津波等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う死傷者の発生

［評価結果］
①　住宅・建築物等の耐震化
　泊村が管理する公共施設等（避難所等含む）の耐震化は100％完了している。

②　建築物等の老朽化対策
　公共建築物の老朽化対策については、泊村公共施設等総合管理計画及び泊村公営住宅等長寿命化
計画に則り、計画的に維持管理を実施する。

③　避難場所等の指定・整備
　現在、緊急避難場所として16箇所、避難所として15施設（内、AED設置箇所7施設）を指定。
　高齢者の割合が高い地区においては、避難階段による避難が困難であるため、地区の中心地に避
難艇を設置し、緊急避難場所としている。

④　津波避難体制の整備
　ハザードマップや津波に関する避難計画は策定済で、津波避難階段の整備や避難艇の設置も完了
している。
　各津波避難場所には蓄光式の避難誘導標識を設置し、夜間の災害発生への対策を講じている。
　今後、ハザードマップ等の見直しを定期的に行い、津波浸水予想地域の想定情報等を常に最新の
状態に保ち、地域住民への周知徹底を図る必要がある。

⑤　その他
　各種災害による火災の未然防止や被害低減を図るために、引き続き関係機関が連携した火災予防
に関する啓発活動や防火設備の設置促進、危険物施設の安全確保等の取り組みの促進が必要であ
る。

［指標（現状値）］
・社会福祉施設の耐震化率　　　100 ％（R6）
・公立小中学校の耐震化率　　　100 ％（R6）
・緊急（津波等）避難場所　　 16 箇所（R6）
・避難所の指定状況　　　　　 15 箇所（R6）
・福祉避難所の指定状況　　　  1 箇所（R6）

1-2 土砂災害による多数の死傷者の発生
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［評価結果］
①　関係機関との連絡体制の整備
　応急対策、救助活動等の迅速な対応を図るため、関係機関との連絡体制を地域防災計画等に明記
している。
　今後も平常時から関係機関との連携を密にし、災害発生時の対応に遅れがでないように努める必
要がある。

②　住民への情報伝達体制の強化
　情報伝達には有線告知端末、エリアメール等を活用しているが、大規模停電等が発生した場合を
想定した、情報伝達手段の多重化対策が必要である。

［指標（現状値）］
・水防計画の策定状況　　　　　策定済（R6）

1-4 暴風雪及び豪雪による交通途絶等に伴う死傷者の発生

［評価結果］
①　道路管理体制の整備
　暴風雪時における通行規制時の迅速な情報伝達、住民への周知を徹底するため、関係機関との連
携を強化し、適切な道路管理体制を構築していく必要がある。

②　除雪体制の確保
　本村では避難階段や避難場所の除雪を徹底し、災害の発生に備えている。今後も安定的な除雪体
制の確保に向けた総合的な体制整備を図る必要がある。

③　暖房器具等の整備
　厳寒期の災害発生に伴う避難所開設時の機能として、暖房器具の備蓄など防寒対策が必要であ
る。

［指標（現状値）］
・暖房器具等の備蓄状況
　・毛　　　　布　　　　1,070　枚（R6）
　・発 　電 　機　　　　　　8　台（R6）
　・灯油ストーブ　　　 　　27　台（R6）
　・ジェットヒーター　　　　8　台（R6）

1-5 情報伝達の不備・途絶等による死傷者の拡大

1-3 大雨等の異常気象による突発的な洪水等に伴う防災インフラの損壊・機能不全による多数の死傷者の発生

［評価結果］
①　警戒体制等の整備
　近年、ゲリラ豪雨等による河川の氾濫が全国的に増加傾向にあることから、本村においては泊村
水防計画を策定し体制の整備を図るとともに、河川敷地内の伐木や清掃を定期的に行い、河川の増
水を未然に防ぐ取り組みを実施している。
　今後も定期的な計画の見直しを実施するとともに、河川の清掃等を継続して実施する必要があ
る。
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2　救助・救急活動等の迅速な実施

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

［評価結果］
①　非常用備蓄物資の充実
　泊村災害時備蓄計画を策定し、「全住民・3日間・3食」を目標とし、非常食等の備蓄、更新を進
めている。

②　支援物資供給体制の整備
　北海道を窓口とした広域的な防災協定と民間との直接的な防災協定も締結し、物資供給体制を構
築している。

［指標（現状値）］
・非常食等の備蓄状況
　・食　　　　料　　　 　　　　17,314　食（R6）
　・飲　　　　料　　 　　　　　10,080　本（R6）
・物資供給の協定の締結状況     　　 6　件（R6）

2-2 消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞

［評価結果］
①　連絡体制の整備及び合同訓練等の実施
　日頃から関係機関との連携を図り、合同での訓練を推進するなど、緊急時の連携体制を強化する
必要がある。

②　救急活動等に要する資機材等の整備
　災害対応力強化のため、消防機関等における災害用資機材の更新や消防団等の装備充実を図る必
要がある。

③　防災訓練等による災害対応力の強化
　一般防災訓練や原子力防災訓練等を通じ、消防、警察、自衛隊等に参画してもらい相互連携体制
を強化し、対応力の強化を推進する必要がある。

［指標（現状値）］
・一般防災訓練の実施　　 　　　年  1  回（R6）
・原子力防災訓練の実施　 　　　年  1  回（R6）

2-3 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺

［評価結果］
①　医療施設及び関係者の充実
　村内の医療施設は村立診療所（指定管理）が1箇所で医師は1名、入院病棟はない。災害が発生し
た際には、人員は絶対的に不足する状況であることから、関係医療機関との協定締結や医師の確
保、支援を行う必要がある。

②　支援ルート等の確保
　泊共和線の開通により、首都圏へのルートが増強されたが、近隣の自治体からの支援受け入れ体
制及び重症患者の搬送体制・ルートの整備、検討は継続して実施する必要がある。

③　防疫対策の強化
　医療施設の被災や災害時における避難所等での感染症の発生・まん延を予防するため、平常時か
ら予防接種等の啓発を行い、適切な衛生管理を図る必要がある。

［指標（現状値）］
・医療機関等との協定の締結状況　　　　締結済（R6）
・予防接種法に基づく予防接種の内、麻しん・風しんワクチンの接種率　100％（R6）
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3　行政機能の確保

［評価結果］
①　備蓄品等の充足
　食料等の備蓄品については、居住人口に基づき購入数量等の検討をしているが、村内で働く方や
観光客等の関係人口を含んではいないため、多数の帰宅困難者の発生と滞在期間の長期化も考慮
し、備蓄品の充足を検討する必要がある。

［指標（現状値）］
・非常食等の備蓄状況　　（2-1に記載）
・暖房器具等の備蓄状況　（1-4に記載）

3-1 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

［評価結果］
①　業務継続体制の整備
　災害時においても村の業務全体を継続して行える体制の整備を推進する必要がある。

②　代替職員、応援職員の受け入れ体制の整備
　職員の被災等により、人員不足から村の業務が停滞することを考慮し、災害時の応援協定等を締
結する等、応援職員等の受け入れ体制等の整備を行う必要がある。

［指標（現状値）］
・市町村相互の応援協定の締結状況　　　締結済（R6）

2-4 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

［評価結果］
①　交通ルート、移動手段の確保
　本村は5つの集落が点在し、国道229号線の1路線のみが村外へと通じるルートだったが、令和6年
3月に開通した泊共和線（道道1178号線）により孤立集落の発生の抑制が図られた。しかしなが
ら、各集落を繋ぐ橋やトンネルが地震で崩落した場合等には孤立世帯が発生する危険性があるの
で、定期的な橋梁の強度点検等を実施し、安全性を確保する必要がある。

［指標（現状値）］
・村所管の橋梁等の点検実施　　100　％（R6）

2-5 想定を超える帰宅困難者の発生
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4　ライフラインの確保

4-2 食料等の安定供給等の停滞

［評価結果］
①　食料生産基盤の整備
　施設の耐震化や老朽化対策に加え、漁港施設等の生産基盤の整備・増強を推進する必要がある。

②　水産業の担い手の確保
　水産業は古くから村の基幹産業であるが、漁家の高齢化、担い手の不足等の問題が深刻となって
いる。そのため災害発生に関わらず、経営安定対策や担い手の確保を促進し、平時から将来にわた
り水産業の持続的な発展に寄与する取り組みを推進する必要がある。

4-3 上下水道の長期間にわたる機能停止

［評価結果］
①　上下水道施設の老朽化対策
　災害時においても給排水機能を確保するため、上下水道施設の計画的な整備が必要である。

②　上下水道施設の防災機能の強化
　地震等により上下水道施設が被災した場合に備え、施設整備や応急給水体制の整備を進め、防災
機能の強化を図る必要がある。

［指標（現状値）］
・簡易水道施設更新基本計画　　　　　策定済（R6）
・下水道ストックマネジメント計画　　策定済（R6）
・集落排水施設機能保全計画　　　　　策定済（R6）

4-1 エネルギー供給の停止

［評価結果］
①　再生可能エネルギーの導入検討
　大規模自然災害等の発生に伴い、既存のエネルギー生産基盤が機能不全等に陥ることを想定し、
代替機能として再生可能エネルギー導入の検討を進める必要がある。

②　避難所等への石油燃料供給の確保
　災害時における石油燃料の安定供給を図るため、石油供給関連事業者等と協定を締結しており、
平時から情報共有など連携強化に努める必要がある。

［指標（現状値）］
・災害時の電力供給に関する協定の締結状況　　　　　　締結済（R6）
・災害時の石油燃料類の供給に関する協定の締結状況　　締結済（R6）
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5　経済活動の機能維持

6　迅速な復旧・復興等

6-2 復旧・復興等を担う人材の絶対的不足

［評価結果］
①　災害対応に不可欠な建設業との連携強化
　北海道及び後志管内の建設業協会と災害時における応急対策業務等に関する協定を締結している
が、大規模災害等の発生時に行政職員等の人員が極度に不足する場合であっても、人命救助に伴う
障害物の除去や道路交通の確保等の応急対策が迅速かつ効果的に実施されるように建設業との一層
の連携や専門的技術等の活用を図る必要がある。

②　行政職員の活用
　災害時における北海道及び市町村相互の応援に関する協定により、職員の派遣に関する相互応援
体制が確立されているが、災害時の復旧・復興等が円滑に進むために、関係機関相互の応援体制を
強化していく必要がある。

［評価結果］
①　村内企業等の業務継続体制の強化
　災害時に長期間にわたり経済活動が停滞する事態を防ぐため、企業における業務継続体制の確保
や企業が講じる
災害対策等に関する支援、協力体制の構築について検討する必要がある。

②　風評被害への対応
　風評被害等による経済活動の復旧の遅れや停滞を防止するため、正確な情報発信を行う体制整備
が必要である。

③　交通インフラの強化
　経済活動の停滞を防ぐために交通インフラの整備強化の検討を進める必要がある。

6-1 災害廃棄物の処理の停滞等による復旧・復興の大幅な遅れ

［評価結果］
①　災害廃棄物処理体制の整備
　災害時には大量の廃棄物が発生することが想定され、現状の処理体制では適正な処理が困難とな
るため、災害廃棄物の適切な処理に関する体制の整備を進めるとともに、円滑な復旧・復興を進め
るため、土地境界の把握に必要な地籍調査事業の推進を図る必要がある。

［指標（現状値）］
・廃棄物等処理計画　　策定済（R6）
※泊村地域防災計画に登載

5-1 漁業・商工業・観光業等の事業活動の停止及び風評被害による経済活動の停滞

4-4 村外との基幹交通及び地域交通ネットワークの機能停止

［評価結果］
①　道路施設の防災対策等
　落石や岩石崩落等の危険性のある箇所があれば、村道については計画的な整備に取り組むととも
に、避難ルートである道道や国道においては補修等の要望を行うなど、道路施設の機能強化を図る
必要がある。
　また、橋梁等の老朽化対策については2-4でも記載したとおり、定期的な点検・補修を行い、災
害の発生に備える必要がある。

［指標（現状値）］
・村所管の橋梁等の点検実施　　（2-4に記載）
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２．施策プログラムの推進管理

　施策推進にあたり、個別施策の進捗や実績を定量的に把握するため、可能な限り数値目標（指
標）を設定します。
　本計画に掲載する目標値については、施策推進のための財源措置等が担保されていないことに加
え、国や北海道が推進主体となる施策も数多くあることから、経年的な事業量等を積み上げた指標
ではなく、施策推進に関わる各関係者が共有する「努力目標」と位置付けます。
　また、計画策定後の状況変化等に機動的に対応するため、計画期間中においても、必要に応じ目
標値の見直しや新たな設定を行います。

３．重点事業の設定

　施策の推進にあたり、財源的な制約がある中で、本計画の実行性を確保するため、優先順位を考
慮しながら事業の重点化を図る必要があることから、泊村総合計画に沿った取り組みや国及び道の
強靭化計画で示された重点化項目等との調和を図りながら、緊急性や優先度を総合的に判断し、重
点事業を設定します。
　尚、計画期間中においても、社会情勢等の変化を鑑みながら必要に応じて重点事業の見直しを行
います。

第４章　強靱化のための施策プログラム

１．施策プログラム策定の考え方

　第3章の脆弱性評価の結果を踏まえ、本村における強靭化施策の取り組み方針を示す「泊村国土
強靭化のための施策プログラム」を策定します。
　施策プログラムは、脆弱性評価において設定したリスクシナリオ「起きてはならない最悪の事
態」を回避するため、本村だけではなく、国、北海道、近隣町村及び民間等との適切な役割分担と
連携のもとで行うとともに、施設の老朽化対策等の「ハード対策」と啓発事業や訓練の実施等の
「ソフト対策」を組み合わせ、18のリスクシナリオ「起きてはならない最悪の事態」ごとに取りま
とめます。
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1　人命の保護

［重点事業］
・ハザードマップ等更新事業
・泊村公共施設維持管理事業

1-2 土砂災害による多数の死傷者の発生

①　警戒・避難の体制整備
・土砂災害警戒区域について住民周知を徹底するとともに、北海道の調査等により新たに土砂災害警戒
区域が指定された場合はハザードマップの更新を行い、住民への周知を行う。

［指　標］
・土砂災害警戒区域　　　　　70　箇所（R6）　→　必要に応じて追加指定
・土砂災害特別警戒区域　　　56　箇所（R6）　→　必要に応じて追加指定
・ハザードマップへの記載　　　記載済（R6）　→　全戸配布済み、必要に応じて更新
・地域防災計画への記載　　　　記載済（R6）　→　策定済み、必要に応じて更新

［重点事業］
・ハザードマップ等更新事業

４．泊村における国土強靭化のための施策プログラム

1-1 地震・津波等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う死傷者の発生

①　住宅・建築物等の耐震化
・多くの住民が利用する公共施設について耐震化された建物を適正に維持する。
・個人住宅における耐震化については、国の支援制度等の周知を行い、耐震化の促進を図る。

②　建築物等の老朽化対策
・公共建築物の老朽化対策については、泊村公共施設等総合管理計画等に則り、計画的な維持管理や施
設更新を実施する。

③　避難場所等の指定・整備
・避難場所等はいかなる時でも利用できるように、常日頃から維持管理を徹底する。
・避難艇の設置等、より効果的な避難方法の検討・施設整備を行う。

④　津波避難体制の整備
・ハザードマップの定期的な見直しや防災アプリ等の検討を行い避難行動の支援を図る。
・必要に応じて津波避難に関する施設の検討・整備を行う。

⑤　その他
・関係機関と連携し、火災予防に関する啓発活動や防火設備の設置促進などの取り組みを推進する。

［指　標］
・社会福祉施設の耐震化率　　　100 ％（R6）　→　100％（R11）※現状維持
・公立小中学校の耐震化率　　　100 ％（R6）　→　100％（R11）※現状維持
・緊急（津波等）避難場所　　 16 箇所（R6）　→　必要に応じて追加指定
・避難所の指定状況　　　　　 15 箇所（R6）　→　必要に応じて追加指定
・福祉避難所の指定状況　　　  1 箇所（R6）　→　対象者数を把握して検討
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①　警戒体制等の整備
・泊村水防計画、ハザードマップの見直しを行うとともに、河川敷地内の伐木や清掃を定期的に行い、
河川の増水を未然に防ぐ取り組みを継続する。

1-3 大雨等の異常気象による突発的な洪水等に伴う防災インフラの損壊・機能不全による多数の死傷者の発生

［指　標］
・水防計画の策定状況　　　　　策定済（R6）　→　必要に応じて更新

［重点事業］
・ハザードマップ等更新事業

1-4 暴風雪及び豪雪による交通途絶等に伴う死傷者の発生

①　道路管理体制の整備
・暴風雪時における通行規制時の迅速な情報伝達、住民への周知を徹底するため、関係機関との連携を
強化し、適切な道路管理体制を構築する。

②　除雪体制の確保
・避難階段や避難場所の除雪を徹底する。

③　暖房器具等の整備
・厳寒期の災害発生に伴う避難所開設時の機能として、暖房器具等を計画的に整備する。

［重点事業］
・災害備蓄品購入事業

［重点事業］
・有線放送設備等更新事業
・ハザードマップ等更新偉業

［指　標］
・暖房器具等の備蓄状況
　・毛　　　　布　　　　1,070　枚（R6）　→　1,200　枚（R11）
　・発 　電 　機　　　　　　8　台（R6）　→　　 12　台（R11）
　・灯油ストーブ　　　 　　27　台（R6）　→　　 30　台（R11）
　・ジェットヒーター　　　　8　台（R6）　→　　 10　台（R11）

1-5 情報伝達の不備・途絶等による死傷者の拡大

①　関係機関との連絡体制の整備
・関係機関とのホットラインの強化、非常時連絡体制の構築を図る。

②　住民への情報伝達体制の強化
・各種災害に係る避難指示等の発令基準を明確にし、広く周知する。
・災害情報の伝達に必要となる有線告知放送やエリアメール等の操作方法の習熟を図るとともに、伝達
体制の強化を図るため、ラジオ難聴地域への対策や施設更新等の検討を進める。
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2　救助・救急活動等の迅速な実施

①　連絡体制の整備及び合同訓練等の実施
・平時から連絡を密にし、必要に応じて通信訓練等を実施する。

②　救急活動等に要する資機材等の整備
・消防機関等における災害用資機材の更新や消防団等の装備充実に向けた検討を進める。

③　防災訓練等による災害対応力の強化
　一般防災訓練や原子力防災訓練等を通じ、相互連携体制を強化する。

［指　標］
・一般防災訓練の実施　　 　　　年  1  回（R6）　→　年  1  回（R11）※現状維持
・原子力防災訓練の実施　 　　　年  1  回（R6）　→　年  1  回（R11）※現状維持

［重点事業］
・災害備蓄品購入事業

［重点事業］
・消防資機材等整備事業

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

①　非常用備蓄物資の充実
・非常食等の購入・更新を計画的に実施し、災害発生に備える必要がある。また、非常食等の更新に
伴って、生じる在庫の廃棄処分に係る経費を抑制するために、購入先業者等と連携し、より効率的な更
新方法についての検討を図る。

②　支援物資供給体制の整備
・支援物資供給体制の整備を図るため、協定等の締結や新たな供給体制の構築などについて検討を進め
る。

［指　標］
・非常食等の備蓄状況
　・食　　　　料　　　 　　　17,314　食（R6）　→　17,314食（R11）※現状維持
　・飲　　　　料　　 　　　　10,080　本（R6）　→　10,080本（R11）※現状維持
・物資供給の協定の締結状況     　 6　件（R6）  →　     7件（R11）

2-2 消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞
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［重点事業］
・橋梁点検事業
・村道整備事業

［重点事業］
・災害備蓄品購入事業

2-3 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺

①　医療施設及び関係者の充実
・災害発生時に状況に応じた適切な医療救護活動を実施するため、関係医療機関と連携し支援体制の構
築を図る。

②　支援ルート等の確保
・近隣自治体からの支援受け入れ体制及び重症患者の搬送体制・ルートの整備、検討は継続して実施す
る。

③　防疫対策の強化
・医療施設の被災や災害時における避難所等での感染症の発生・まん延を予防するため、平常時から予
防接種等の啓発を行い、災害時の防疫対策を推進する。

［指　標］
・医療機関等との協定の締結状況　　　　締結済（R6）　→　必要に応じて追加締結
・予防接種法に基づく予防接種の内、麻しん・風しんワクチンの接種率
　100％（R6）　→　100％（R11）※現状維持

2-4 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

［指　標］
・非常食等の備蓄状況　　（2-1に記載）
・暖房器具等の備蓄状況　（1-4に記載）

①　交通ルート、移動手段の確保
・孤立集落発生を抑止するため、橋梁点検等を通じ脆弱性を判断し、必要な措置を講じる。

［指　標］
・村所管の橋梁等の点検実施　　100　％（R6）　→　100　％（R11）※現状維持

2-5 想定を超える帰宅困難者の発生

①　備蓄品等の充足
・備蓄品等の更新・購入にあたり、多数の帰宅困難者の発生と滞在期間の長期化も考慮した計画の整備
を進める。

［重点事業］
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3　行政機能の確保

4　ライフラインの確保

4-1 エネルギー供給の停止

［重点事業］
・業務継続計画策定事業

3-1 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

①　業務継続体制の整備
・業務継続計画の策定等に向けた検討を進める。

②　代替職員、応援職員の受け入れ体制の整備
・応援職員等の受け入れ体制等の整備を行う。

［指標（現状値）］
・市町村相互の応援協定の締結状況　　　締結済（R6）

［指標（現状値）］
・災害時の電力供給に関する協定の締結状況　　　　　締結済（R6）
・災害時の石油燃料類の供給に関する協定の締結状況　締結済（R6）

4-2 食料等の安定供給等の停滞

①　食料生産基盤の整備
・施設の耐震化や老朽化対策に加え、漁港施設等の生産基盤の整備・増強を推進するため、必要に応じ
て漁港管理者である北海道や関係機関への要望活動を実施する。

②　水産業の担い手の確保
・漁業協同組合等と連携を図り、経営安定対策や担い手の確保を促進する取り組みについて検討を進め
る。

①　再生可能エネルギーの導入検討
・大規模自然災害等の発生に伴い、既存のエネルギー生産基盤が機能不全等に陥ることを想定し、代替
機能として再生可能エネルギー導入の検討を進める。

②　避難所等への石油燃料供給の確保
・平時から情報共有など連携強化に努め、災害時における石油燃料の安定供給を図る。

［重点事業］

［重点事業］
・水産生産基盤整備事業
・漁業担い手支援事業
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5　経済活動の機能維持

①　道路施設の防災対策等
・村道の計画的な整備に取り組み、避難ルートである道道や国道においては補修等の要望を行うなど、
道路施設の機能強化を図るとともに、橋梁等の老朽化対策として定期的な点検・補修を実施する。

［指標（現状値）］
・村所管の橋梁等の点検実施　　（2-4に記載）

4-3 上下水道の長期間にわたる機能停止

①　上下水道施設の老朽化対策
・災害時においても給排水機能を確保するため、上下水道施設の計画的な整備を進める。

②　上下水道施設の防災機能の強化
・地震等により上下水道施設が被災した場合に備え、施設整備や応急給水体制の整備を進め、防災機能
の強化を図る。

［重点事業］
・漁村整備事業（集落排水施設整備事業）
・上下水道施設整備事業

［重点事業］
・橋梁点検事業
・村道整備事業

［重点事業］

5-1 漁業・商工業・観光業等の事業活動の停止及び風評被害による経済活動の停滞

①　村内企業等の業務継続体制の強化
・災害時に長期間にわたり経済活動が停滞する事態を防ぐため、企業における業務継続体制の確保や企
業が講じる災害対策等に関する支援、協力体制の構築について検討する。

②　風評被害への対応
・風評被害等による経済活動の復旧の遅れや停滞を防止するため、正確な情報発信を行う体制整備を実
施する。

③　交通インフラの強化
・経済活動の停滞を防ぐために交通インフラの整備強化の検討を進める。

［指　標］
・簡易水道施設更新基本計画　　　　　策定済（R6）　→　必要に応じて見直し
・下水道ストックマネジメント計画　　策定済（R6）　→　必要に応じて見直し
・集落排水施設機能保全計画　　　　　策定済（R6）　→　必要に応じて見直し

4-4 村外との基幹交通及び地域交通ネットワークの機能停止

19



6　迅速な復旧・復興等

［重点事業］

6-2 復旧・復興等を担う人材の絶対的不足

①　災害対応に不可欠な建設業との連携強化
・大規模災害等の発生時に行政職員等の人員が極度に不足する場合であっても、人命救助に伴う障害物
の除去や道路交通の確保等の応急対策が迅速かつ効果的に実施されるように建設業との一層の連携や専
門的技術等の活用を図る。

②　行政職員の活用
・職員の派遣に関する相互応援体制が確立されているが、災害時の復旧・復興等が円滑に進むために、
関係機関相互の応援体制を強化する。

①　災害廃棄物処理体制の整備
・災害時には大量の廃棄物が発生することが想定され、現状の処理体制では適正な処理が困難となるた
め、災害廃棄物の適切な処理に関する体制の整備を進めるとともに、円滑な復旧・復興を進めるため、
土地境界の把握に必要な地籍調査事業の推進を図る。

［指標（現状値）］
・廃棄物等処理計画　　策定済（R6）
※泊村地域防災計画に登載

6-1 災害廃棄物の処理の停滞等による復旧・復興の大幅な遅れ

［重点事業］
・地籍調査事業
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　本計画の推進にあたっては、各施策の進捗状況や目標の達成状況を踏まえ、施策プログラム全体
の検証を行い、その結果を踏まえた予算化や国・北海槽への政策提案を通じ、更なる施策推進につ
なげていくというPDCAサイクルを構築し、強靭化の継続的な向上を図ってまいります。

第５章　計画の推進管理

１．計画の推進管理

　本計画の推進期間は令和7年から令和11年までの5年間とします。
また、本計画に掲げる施策の実効性を確保するため、施策の分野別に推進管理を行い、庁内の所管
部局を中心として、国や北海道、各関係機関との連携を図りながら、進捗状況や目標の達成状況な
どを継続的に検証し、効果的な施策の推進につなげてまいります。

２．計画の推進方法
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担当部署

まちづくり政策課

泊消防

総務企画課

まちづくり政策課

別表　重点事業一覧

施策プログラム 事　業　名

1－1

1－2
ハザードマップ等更新事業

災害備蓄品購入事業

有線放送設備等更新事業

1－3

1－5

1－4

2－1

2－5

1－5

1－1 泊村公共施設維持管理事業

3－1 業務継続計画策定事業

2－2

2－4

4－4

2－4

6－1 地籍調査事業

総務企画課

水産課

4－3
漁村整備事業（集落排水施設整備事業）

上下水道施設整備事業
建設水道課

4－4
村道整備事業

建設水道課

水産生産基盤整備事業
4－2

漁業担い手支援事業

消防資機材等整備事業

橋梁点検事業
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